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４ 東京都食品安全条例 

 

平成 16年 3月 31日 

東京都条例第 67 号 

 

目次 

 第１章 総則（第１条―第６条） 

 第２章 食品の安全の確保に関する基本的な施策（第７条―第 20条） 

 第３章 健康への悪影響の未然の防止（第 21条―第 25条） 

 第４章 東京都食品安全審議会及び東京都食品安全情報評価委員会（第 26条・第 27条） 

 第５章 雑則（第 28条・第 29条） 

 第６章 罰則（第 30条・第 31条） 

 附 則 

 

 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、食品の安全の確保に関し、基本理念を定め、並びに東京都（以下「都」

という。）及び事業者の責務並びに都民の役割を明らかにするとともに、食品の安全の確

保に関する基本的な施策及び健康への悪影響の未然の防止のための具体的な方策を推進す

ることにより、食品の安全を確保し、もって現在及び将来の都民の健康の保護を図ること

を目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この条例において「食品」とは、全ての飲食物（医薬品、医療機器等の品質、有効

性及び安全性の確保等に関する法律（昭和 35年法律第 145号）に規定する医薬品、医薬部

外品及び再生医療等製品を除く。）をいう。 

２ この条例において「食品等」とは、食品並びに添加物（食品衛生法（昭和 22 年法律第

233 号）第 4 条第 2 項に規定する添加物をいう。）、器具（同条第 4 項に規定する器具を

いう。）、容器包装（同条第 5 項に規定する容器包装をいう。）及び食品の原料又は材料

として使用される農林水産物（以下単に「農林水産物」という。）をいう。 

３ この条例において「生産」とは、農林水産物を生産し、又は採取することをいう。 

４ この条例（前項を除く。）において「採取」とは、農林水産物以外の食品等を採取する

ことをいう。 

５ この条例において「生産資材」とは、農林漁業において使用される肥料、農薬、飼料、

飼料添加物、動物用の医薬品その他の食品の安全性に影響を及ぼすおそれがある資材をい

う。 

６ この条例において「事業者」とは、食品等を生産し、採取し、製造し、輸入し、加工し、

調理し、貯蔵し、運搬し、又は販売することを営む者、学校、病院その他の施設において

継続的に不特定又は多数の者に食品を供与する者及び生産資材を製造し、輸入し、又は販

売することを営む者をいう。 

７ この条例において「特定事業者」とは、次に掲げる事業者及び第 1 号に掲げる事業者に

より構成される団体であって、都の区域内に事業所、事務所その他の事業に係る施設又は

場所を有するものをいう。 
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 一 農林水産物を生産することを営む者 

 二 食品等を製造し、輸入し、又は加工することを営む者 

 三 食品等を販売することを営む者であって、東京都規則（以下「規則」という。）で定

めるもの 

 

（基本理念） 

第３条 食品の安全の確保は、事業者が、自ら取り扱う食品等の安全の確保又は自ら取り扱

う生産資材が食品の安全性に及ぼす影響への配慮について第一義的責任を有していること

を認識し、その責務を確実に遂行することを基礎として推進されなければならない。 

２ 食品の安全の確保は、食品等の生産から消費に至る一連の行程の各段階において、健康

への悪影響を未然に防止する観点から、最新の科学的知見に基づき、適切に行われなけれ

ばならない。 

３ 食品の安全の確保は、都、都民及び事業者が食品の安全の確保に関する情報及び意見の

交流を通じて、それぞれの取組について相互に理解し、協力することにより行われなけれ

ばならない。 

 

（都の責務） 

第４条 都は、前条に定める食品の安全の確保についての基本理念にのっとり、第２章に定

めるところにより食品の安全の確保に関する施策を総合的かつ計画的に推進する責務を有

する。 

 

（事業者の責務） 

第５条 事業者は、その事業活動に関し、自主的な衛生管理を推進する責務を有する。 

２ 事業者は、自らが取り扱う食品等又は生産資材の特性に応じた食品の安全の確保に係る

知識の習得に努めなければならない。 

３ 事業者は、自らが取り扱う食品等による健康への悪影響又は生産資材が食品等に用いら

れることによる健康への悪影響が発生し、又はそのおそれがある場合には、当該悪影響の

発生又は拡大の防止に必要な措置を的確かつ迅速に講ずる責務を有する。 

４ 事業者は、自らが取り扱う食品等又は生産資材に関連し、食品の安全の確保に関する情

報の正確かつ適切な提供及び公開並びに積極的な説明に努めなければならない。 

５ 事業者は、第 3 項に規定する措置及び前項に規定する情報の提供等に資するため、食品

等の生産、製造、仕入れ、販売等に係る必要な情報又は生産資材の製造、輸入、販売等に

係る必要な情報の記録及びその保管に努めなければならない。 

６ 事業者は、食品等への表示を行うに当たっては、正確かつ分かりやすい表示に努めなけ

ればならない。 

７ 事業者は、前各項に定めるもののほか、都が実施する食品の安全の確保に関する施策に

協力する責務を有する。 

 

（都民の役割） 

第６条 都民は、食品の安全の確保に関する施策について意見を表明するように努めること

によって、食品の安全の確保に積極的な役割を果たすものとする。 

２ 都民は、食品の安全の確保に関する知識と理解を深め、食品の選択に際し自ら合理的に

行動できるよう努めるものとする。 

３ 都民は、食品の安全の確保に関する都の施策に協力するよう努めるものとする。 
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第２章 食品の安全の確保に関する基本的な施策 

（食品安全推進計画） 

第７条 知事は、食品の安全の確保に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、東

京都食品安全推進計画（以下「推進計画」という。）を定めるものとする。 

２ 推進計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

 一 食品の安全の確保に関する施策の方向 

 二 前号に掲げるもののほか、食品の安全の確保に関する重要事項 

３ 知事は、推進計画を定めるに当たっては、都民及び事業者の意見を反映することができ

るよう必要な措置を講ずるものとする。 

４ 知事は、推進計画を定めるに当たっては、あらかじめ第 26条第 1項に規定する東京都食

品安全審議会の意見を聴かなければならない。 

５ 知事は、推進計画を定めたときは、遅滞なく、これを公表するものとする。 

６ 前 3項の規定は、推進計画の変更について準用する。 

７ 知事は、推進計画に基づく施策の実施状況について公表するものとする。 

 

（調査研究の推進） 

第８条 都は、食品の安全の確保に関する施策を最新の科学的知見に基づき適切に実施する

ため、食品等の安全性に関する調査研究を行うとともに、食品等の生産、製造、試験及び

検査に関する研究及び技術開発を推進し、並びにそれらの成果の普及を図るものとする。 

 

（情報の収集、整理、分析及び評価の推進） 

第９条 都は、食品による健康への悪影響を未然に防止するため、食品等の安全性に関する

情報について収集及び整理を行うとともに、最新の科学的知見に基づく分析及び評価を行

うものとする。 

２ 都は、前項の分析及び評価の結果を、食品の安全を確保するための施策に的確に反映さ

せるものとする。 

 

（食品等の生産から販売に至る監視、指導等） 

第 10条 都は、農林水産物の生産の行程での生産資材の適正な使用を図るため、農林水産物

の生産に係る事業者その他の関係者への指導及び当該事業者の事業に係る施設又は場所に

対する監視、生産資材の安全を確保するための検査その他の法令に基づく必要な措置を講

ずるものとする。 

２ 都は、食品等の採取、製造、加工、調理、貯蔵、運搬及び販売の各行程において、食品

の安全の確保を効果的に推進するため、流通の実態を踏まえ、食品等の採取、製造、輸入、

加工、調理、貯蔵、運搬又は販売に係る事業者その他の関係者への指導及び当該事業者の

事業に係る施設に対する監視、食品等の試験又は検査その他の法令又は他の条例に基づく

必要な措置を講ずるものとする。 

 

 

（指導、監視等の体制の整備） 

第 11条 都は、食品の流通形態の大規模化及び広域化に対応して食品の安全の確保を図るた

め、特別区と連携して、前条第 2 項に規定する指導、監視等を都の区域内全域で広域的か

つ機動的に実施するための体制を整備するものとする。 
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（食品表示の適正化の推進） 

第 12条 都は、食品等の表示について法令の適正な運用を図るとともに、都民に食品等に関

する情報を正確に伝達するために必要な措置を講ずるものとする。 

 

（事業者による自主的な衛生管理の推進） 

第 13条 都は、事業者による自主的な衛生管理の推進が食品の安全の確保において基本的な

事項であるとの認識に基づき、事業者がその継続的かつ確実な実施に向けて行う自発的な

取組を促進するよう、必要な措置を講ずるものとする。 

 

（生産から販売に至る各行程における情報の記録等） 

第 14条 都は、都民への食品の安全の確保に関する情報の的確な提供及び食品による健康へ

の悪影響が発生した場合の原因究明に資するため、食品等の生産から販売に至る各工程に

おける適切な情報の記録及びその保管並びに伝達について事業者による積極的な取組が促

進されるよう、技術的な情報の提供その他の必要な措置を講ずるものとする。 

 

（事業者への技術的支援） 

第 15条 都は、前 2条に定めるもののほか、食品の安全の確保に関する事業者の取組が適切

に行われるよう、関係法令に関する情報その他の食品の安全を確保するための情報の提供

その他の必要な技術的支援を講ずるものとする。 

 

（情報の共有化、意見の交流等の推進） 

第 16条 都は、都民及び事業者の食品の安全の確保に関する理解並びに都、都民及び事業者

の食品の安全の確保に向けた取組の連携及び協力に資するため、食品の安全の確保に関す

る情報の共有化並びに情報及び意見の相互交流の推進に必要な措置を講ずるものとする。 

 

（教育及び学習の推進） 

第 17条 都は、都民及び事業者が、食品及び食生活の安全の確保に関する正確な知識に基づ

き、食品の安全の確保に関する取組を的確かつ合理的に行えるよう、教育及び学習の推進

に必要な措置を講ずるものとする。 

 

（事業者による情報公開の促進） 

第 18条 都は、事業者が保有している食品の安全の確保に関する情報に関して、事業者によ

る積極的な公開又は提供が促進されるよう、必要な措置を講ずるものとする。 

 

（都民及び事業者の意見の反映） 

第 19条 都は、第 7条第 3項に定めるもののほか、食品の安全の確保に関する施策に都民及

び事業者の意見を反映することができるよう、必要な措置を講ずるものとする。 

 

（特別区、市町村、国等との連携等） 

第 20条 都は、食品の安全の確保に関する施策の推進に当たって、特別区及び市町村との連

携を図るとともに、必要に応じて、国又は他の地方公共団体と協力を図るものとする。 

２ 都は、食品の安全の確保を図るため必要があると認めるときは、国に対し意見を述べ、

必要な措置を執るよう求めるものとする。 
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第３章 健康への悪影響の未然の防止 

（知事の安全性調査） 

第 21条 知事は、食品による健康への悪影響を未然に防止するため、当該悪影響の起こり得

る蓋(がい)然性及びその重大性の観点から必要と認めるときは、法令又は他の条例に定め

る措置を執る場合を除き、食品等に含まれることにより健康に悪影響を及ぼすおそれがあ

る要因について、必要な調査を行うことができる。 

２ 知事は、前項に規定する調査の実施に必要な限度において、事業者又は事業者により構

成される団体その他の関係者から報告を求め、その職員をしてそれらのものの事業所、事

務所その他の事業に係る施設又は場所に立ち入って、食品等、生産資材、施設、設備、帳

簿書類その他の物件を調査させ、又は試験若しくは検査を行うため必要な限度において、

食品等、生産資材その他の物件の提出を求めることができる。 

３ 前項の規定により調査を行う職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者に提示し

なければならない。 

４ 知事は、食品の安全の確保を図るために必要があると認めるときは、第 1 項に規定する

調査の経過及び結果を明らかにするものとする。 

５ 知事は、第 1項に規定する調査の実施に当たっては、あらかじめ第 27条第 1項に規定す

る東京都食品安全情報評価委員会（以下この条及び次条において「情報評価委員会」とい

う。）の意見を聴くものとする。ただし、健康への悪影響を未然に防止するため緊急を要

する場合で、あらかじめ情報評価委員会の意見を聴くいとまがないときは、この限りでな

い。 

６ 前項ただし書きの場合においては、知事は、第 1 項に規定する調査を行った後相当の期

間内に、その旨を情報評価委員会に報告し、その意見を聴くものとする。 

７ 前 2 項に定めるもののほか、知事は、第 1 項に規定する調査に関し必要があると認める

ときは、情報評価委員会の意見を聴くことができる。 

８ 都は、第 2 項の規定により事業者から物件を提出させたときは、正当な補償を行うもの

とする。 

９ 第 2項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。 

 

（措置勧告） 

第 22条 知事は、前条第 1項に規定する調査の結果、食品による健康への悪影響を未然に防

止するため必要があると認めるときは、法令又は他の条例に定める措置を執る場合を除

き、事業者又は事業者により構成される団体その他の関係者に対し、健康への悪影響の防

止に必要な措置を執るべきことを勧告するとともに、その旨を公表することができる。 

２ 知事は、前項の規定による勧告をしようとするときは、あらかじめ情報評価委員会の意

見を聴くものとする。ただし、健康への悪影響を未然に防止するため緊急を要する場合で、

あらかじめ情報評価委員会の意見を聴くいとまがないときは、この限りでない。 

３ 前項ただし書の場合においては、知事は、第 1 項の規定による勧告を行った後相当の期

間内に、その旨を情報評価委員会に報告し、その意見を聴くものとする。 

４ 知事は、第 1 項の規定による勧告をしようとするときは、当該勧告に係る事業者又は事

業者により構成される団体その他の関係者に対し、あらかじめ当該勧告に係る事案につい

て意見を述べ、証拠を提示する機会を与えなければならない。 

 

（自主回収報告制度） 

第 23条 特定事業者は、その生産し、製造し、輸入し、加工し、又は販売した食品等の自主

的な回収に着手した場合（法令に基づく命令又は書面による回収の指導を受けて回収に着
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手したときを除く。）であって、当該食品等が次の各号のいずれかに該当するときは、速

やかにその旨を規則で定めるところにより知事に報告しなければならない。 

 一 食品衛生法の規定に違反する食品等（同法第 19条第 2項の規定に違反するもの（規則

で定めるものを除く。）を除く。） 

 二 前号に掲げるもののほか、健康への悪影響を未然に防止する観点から、この項の規定

による報告が必要と認められる食品等として、規則で定めるもの。 

２ 特定事業者（第 2 条第 7 項第 3 号に掲げる者を除く。）のうち、自ら生産し、製造し、

輸入し、又は加工した食品等を、当該食品等を生産し、製造し、輸入し、若しくは加工し

た施設又は場所において、他の者を経ることなく直接都民に販売することを主として営む

者については、前項の規定は、適用しない。  

３ 特定事業者が自主的な回収に着手した食品等が、次の各号のいずれかに該当する場合に

ついては、第 1項の規定は、適用しない。 

 一 都の区域内に流通していないことが明らかな場合 

 二 都民に販売されていないことが明らかな場合 

 

（回収の報告に係る指導、報告、公表等） 

第 24条 知事は、前条第 1項の規定による報告に係る回収の措置が、健康への悪影響の発生

又はその拡大を防止する上で適切でないと認めるときは、報告を行った特定事業者に対

し、回収の措置の変更に係る指導その他の必要な指導を行うことができる。 

２ 前条第 1 項の規定による報告を行った特定事業者は、当該報告に係る回収を終了したと

きは、速やかにその旨を規則で定めるところにより知事に報告しなければならない。 

３ 知事は、前条第 1 項又は前項の規定による報告を受けたときは、速やかに当該報告の内

容を公表するものとする。 

４ 知事は、前条第 1 項の規定による報告に係る回収が行われた食品等が都の区域内に存在

する場合にあっては、当該食品等に係る措置について指導を行うことができる。 

 

（緊急時の対応） 

第 25条 都は、食品による重大な健康に係る被害が生じ、又は生じるおそれがある場合に、

迅速かつ適切に対処するための緊急体制の確立その他の必要な措置を講ずるものとする。 

 

第４章 東京都食品安全審議会及び東京都食品安全情報評価委員会 

（東京都食品安全審議会） 

第 26条 都における食品の安全の確保に関する施策について、知事の諮問に応じて調査審議

するため、知事の附属機関として、東京都食品安全審議会（以下「審議会」という。）を

置く。 

２ 審議会は、次に掲げる事項を調査審議する。 

 一 食品安全推進計画に関すること。 

 二 前号に掲げるもののほか、食品の安全の確保に関する基本的事項 

３ 審議会は、前項に規定する事項に関し、知事に意見を述べることができる。 

４ 審議会は、都民、事業者及び学識経験を有する者のうちから、知事が任命する 25名以内

の委員で組織する。 

５ 委員の任期は、2 年とし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。ただし、再

任を妨げない。 

６ 特別の事項又は専門の事項を調査審議するため必要があるときは、審議会に臨時委員を

置くことができる。 
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７ 委員及び臨時委員は、非常勤とする。 

８ 審議会は、所掌事項の審議に際し、必要があると認めるときは、都民、事業者その他の

関係者から意見又は説明を聴くことができる。 

９ 第 4 項から前項までに定めるもののほか、審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、

規則で定める。 

 

（東京都食品安全情報評価委員会） 

第 27 条 食品等の安全性に関する情報について調査を行い、その結果を知事に報告するた

め、知事の附属機関として、東京都食品安全情報評価委員会（以下「情報評価委員会」と

いう。）を置く。 

２ 情報評価委員会は、次に掲げる事項を調査し、知事に報告する。 

 一 食品等の安全性に関する情報の分析及び評価に関すること。 

 二 第 21 条第 1 項に規定する調査及び第 22 条第 1 項の規定による勧告に係る食品等の安

全性に関すること。 

 三 前 2 号に掲げる事項について調査を行った結果に係る都、都民及び事業者の相互間の

情報の共有化及び意見の交流の方法に関すること。 

３ 情報評価委員会は、都民及び学識経験を有する者のうちから、知事が任命する 20名以内

の委員で組織する。 

４ 委員の任期は、2 年とし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。ただし、再

任を妨げない。 

５ 専門の事項を調査するため必要があるときは、情報評価委員会に専門委員を置くことが

できる。 

６ 委員及び専門委員は、非常勤とする。 

７ 情報評価委員会は、所掌事項に係る調査を行うため必要があると認めるときは、学識経

験を有する者から意見又は説明を聴くことができる。 

８ 第 3 項から前項までに定めるもののほか、情報評価委員会の組織及び運営に関し必要な

事項は、規則で定める。 

 

第５章 雑則 

（環境への配慮） 

第 28条 都、都民及び事業者は、食品の安全の確保に関する取組を推進するに当たっては、

当該取組が環境に及ぼす影響について配慮しなければならない。 

 

（委任） 

第 29条 この条例に規定するもののほか、この条例の施行について必要な事項は、規則で定

める。 

 

第６章 罰則 

（罰則） 

第 30 条 第 21 条第 2 項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は同項の規

定による調査若しくは物件の提出を拒み、妨げ、若しくは忌避した者は、20万円以下の罰

金に処する。 

 

（両罰規定） 

第 31条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又



案） 

- 85 - 

は人の業務に関し、前条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人

に対しても、同条の罰金刑を科する。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成 16 年 4 月 1 日から施行する。ただし、第 21 条、第 22 条、第 30 条及

び第 31条の規定は、同年 5月 1日から、第 23条及び第 24条の規定は公布の日から起算し

て 9月を超えない範囲内において規則で定める日から施行する。 

（東京都食品衛生調査会条例の廃止） 

２ 東京都食品衛生調査会条例（昭和 28年東京都条例第 44号）は、廃止する。 

 

附 則（平成 26年条例第 124号） 

この条例は、平成 26年 11月 25日から施行する。 

 


